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安心・安全の社会の実現のためにオンライン本人確認は必要不可欠
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本人確認を行うことで確実にプレミアム商品を

1人1個で販売し買い占めを防止

本人確認を通しフリマサイトやSNSなど

ネットを空間でのコミュニケーションを安全に

本人確認を行いアカウントにログインすることで

個人情報漏洩と不正利用を防止

転売目的の買い占め防止 取引相手とのトラブル防止 不正ログインの防止



どのサービス・どのIDに対しても、スマホで本人の確認を提供

3※2024年6月時点では、Androidのスマホ用電子証明書に対応しておりません。

政府

サービス

市役所

サービス

金融

サービス

メンバーシップ

サービス

  マイナンバー 市民ID 金融機関口座 メンバーアカウント

デジタル認証アプリで、それぞれのIDやサービスに対し、

ご本人であるかどうかの確認（認証）を行います。

※デジタル認証アプリサービス側ではID間の紐付けは行いません

マイナンバーカードを使った本人の確認が簡単に、無償で利用できます

デジタル認証アプリ



導入予定サービス ※2024年6月時点
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横浜市 子育て応援アプリ

「手続のために区役所に行くのが面倒」「子どもたちにぴったり
な近くのイベント情報がほしい」このような子育て世帯のお悩み
を解決するためのツールとして、基礎自治体ならではの情報・機
能を集約した全国初の子育て応援アプリ

市役所サービス 電子申請

三菱ＵＦＪ銀行 スマート口座開設

三菱ＵＦＪ銀行の口座開設アプリ。来店・印鑑不要！本人確認書類の
ご用意があれば、約10分でいつでもどこでもカンタンに普通預金口座
開設のお申し込みができます。

金融サービス 本人確認



本人確認（認証）の流れ
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認証手順を確認 利用者証明用の

暗証番号を入力

券面入力補助用の

暗証番号を入力

マイナンバーカード

を読み取る

サービスへの

認証を許可

認証完了サービス内の

ボタンをタップ

貴サービス デジタル認証アプリ



デジタル認証アプリサービスAPIの概要 ※官民のサービス主体に対してデジタル庁が提供するAPIです
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認証API
電子利用者証明の検証と利用者証明用電子証明書の有効性確認の結果等を連携

マイナンバーカードの券面事項入力補助APを用いた４情報連携機能も利用可能

OpenID Connect / OAuth 2.0 により簡易な組み込みが可能

地域アプリ登録時のオンライン本人確認

ECサイトやネットバンキングログイン時の本人確認に

公共施設やシェアリングサービスなどのオンライン予約時に

ライブ会場等での酒類購入時の年齢確認に

活用例

署名値と署名用電子証明書を連携（認証APIと異なり、電子署名の検証は行わない）

行政機関向けに限り署名用電子証明書の有効性を確認

マイナンバーカードの券面事項入力補助APを用いた４情報連携機能も利用可能

署名API

（マイナンバーカードの利用者証明用電子証明書を用いた認証）

（マイナンバーカードの署名用電子証明書を用いた署名）



認証API利用の流れ
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導入までの流れ
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サービス概要、APIドキュ

メントをご確認の上、

サービスサイトからお申

し込みください。

テスト環境提供のため、利

用規約における事前準備契

約を締結します。

テスト環境を提供します。

この環境でAPIを開発し、

テストカードを使ってテ

ストを行ってください。

※テストカードの調達はJ-LIS

にお問い合わせください。

本番環境提供のため、利

用規約における本契約を

締結します。

本物のマイナンバーカー

ドを使って、本番環境で

APIの疎通確認を行ってく

ださい。

※ 本番環境では、テストカー

ドは利用できません。

準備契約の

締結
開発・テスト

本契約の

締結
本番テスト利用申込

ステップ 1 ステップ 2 ステップ 3 ステップ 4 ステップ 5



デジタル認証アプリのサービス提供領域
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これまで、電子署名については、マイナンバーカードの署名用電子証明書を活用したビジネスが拡がり始めていますが、

オンラインでの本人確認（認証）については、民間ビジネスでの活用がほとんどなく、その利用が拡がっていないため、

様々なIDやサービスに対して、本人であるかどうかをオンラインで確認できる「デジタル認証アプリ」を提供することといたしました。

本アプリは、本人確認に必要なシステム開発にかかるコストを抑えることができるため、デジタル庁が単独でサービスを提供するだけでなく、

様々な自治体や民間事業者のシステムに組み込んで利用していただくことを想定しています。こうした官民連携を通じて、デジタル庁では、

デジタル本人確認市場の拡大に取り組んでまいります。

※1 デジタル庁は、希望するユーザーの声があることから、署名作成機能は提供するが、署名検証・有効性確認サービスは提供しない。 / ※2 各政府機関は、委託する形で民間サービスも活用している。



【参考】サービス詳細情報とAPIドキュメントについて
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より詳しい情報は、サービスサイト及びデジタル庁開発者サイトをご確認ください。

サービスサイト
https://services.digital.go.jp/auth-and-sign/

デジタル庁開発者サイト
https://developers.digital.go.jp/documents/auth-and-sign/implement-guideline/
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